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(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

NEDO

ＰＬ



３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義 ◆研究開発項目毎の目標と達成状況（１）
◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、×未達

2

レーザービーム方式
研究開発項目 目標（中間） 成果 達成度 今後の課題と解決方針

１．溶融凝固
現象の解明に
よる欠陥発生
の予測技術の
開発

インコネル718合金の評価データを収集
する。

モニタリング装置を改良して、インコネル718合金を対象とし
て、リアルタイムでメルトプール、パウダーベッド及び造形表面
の画像データを収集できた。また、造形体の密度及び欠陥
状況をX線CTにより収集できた。

〇
達成済み。

機械学習により欠陥発生予測を可能と
する。

モニタリング装置により得られた造形表面画像データを機械
学習用の教師データとして収集し、これらの画像データを用
いて欠陥発生予測を可能とした。

〇
最終目標の予測精度
95％以上に向けて、欠
陥予測システムの改良を
行い、予測精度95％以
上の目途を得ており、高
精度化へ向けて開発中。

欠陥予測システムの予測精度を80%
以上にする。

上記教師データを用いて、機械学習を利用した欠陥予測の
プロトタイプシステムを試作し、予測精度80％以上を達成し
た。

〇

２．高度モニ
タリング及び
フィードバック制
御機能の開発

積層造形プロセスにおける粉末敷き詰
め状態及び造形面を精度10μm以下
で凹凸を計測可能とする。

パウダーベッド及び造形表面の表面粗さの定量化のために、
パターン投影法により高さ分解能10 µm以下(7.3 µｍ)
を達成した。

〇
達成済み。

測定精度±50 ℃以下でパウダーベッド
表面温度を計測可能とする。

溶融凝固シミュレーションの精度を向上させるために、パウ
ダーベッド表面の測定も行えるようにし、サーモビューワによる
測定温度±50℃以下を達成した。

〇
達成済み。

造形面の欠陥部分を再溶融する機能
を開発する。

メルトプールモニタリングによるスパッタの大きさを計測するとと
もに、造形表面の表面粗さ計測による再溶融機能を開発し
た。現在、欠陥率0％を満足する再溶融条件を探索してお
り、フィードバックのための欠陥補修機能を開発中。

〇
造形プロセス中の50 
μm以上の大きさの欠陥
率を0%とするフィード
バック制御機能を開発。

３．積層造形
部品作製のた
めの開発・評
価手法の開発

プロセスマップ探索手法を検証する。 造形表面画像データの利用によるプロセスマップ自動作成手
法を確立した。現在、最適条件自動探索システム構築のた
めのデータを取得中。 〇

今後は、メルトプールモニ
タリングデータ、パウダー
ベッド及び造形表面デー
タを用いた最適条件自
動探索システムを構築。
また、金属材料2種類
以上の評価データを取
得し、プロセスマップを探
索する手法を検証する。

開発・評価手法の開発のために必要な
積層造形物に関する評価データを、金
属材料1種類以上について蓄積する。

ｲﾝｺネル718合金を対象として、リアルタイムでメルトプール、
パウダーベッド及び造形表面の評価データを蓄積。現在、
SUS630合金について評価データを取得中。 〇

キューブ試験片と併せて、実態に即した
形状の試験片による評価データも取得
する。

現在、インコネル718合金の実態に即した形状の試験片を
用いて、リアルタイムでメルトプール、パウダーベッド及び造形
表面の評価データを取得中。

△
（2022年3月

達成予定）
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３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義 ◆研究開発項目毎の目標と達成状況（２）
◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み、×未達

3

研究開発項目 目標（中間） 成果 達成度 今後の課題と解決方針

１．溶融凝固現象の解明に
よる欠陥発生の予測技術の
開発

ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの溶融凝固挙
動（ﾒﾙﾄﾌﾟｰﾙの安定性）と
欠陥形成の相関を解明する。

Ti64ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの放射率を計測し、ｼﾐｭﾚｰｼｮ
ﾝによりTi64ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの溶融凝固を解析し
た。ﾒﾙﾄﾌﾟｰﾙのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞが可能になった。今後機
能の改善が完了次第、試験を実施する。

△
(2022年3月

達成予定)

ﾒﾙﾄﾌﾟｰﾙﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ完成後、実施。
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ試験を行う。（2022年
1月~）

欠陥形成の学理構築を通し
て欠陥予測ｼｽﾃﾑを開発・試
作する。

欠陥形成は表面性状と関係があり、表面形状の
ﾃﾞｰﾀから欠陥の有無を予測するｿﾌﾄｳｪｱとﾊﾟｳ
ﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの充放電ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄｳｪｱを試作した。

○
試験研究機に実装し、ﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸ機能との連携を行う。
電子ﾋﾞｰﾑ方式のﾃﾞｰﾀを増やし、
欠陥予測ｼｽﾃﾑの高精度化を実
施。

欠陥予測ｼｽﾃﾑの予測精度を
80%以上にする。

ﾃｽﾄ用の単純形状造形材のﾃﾞｰﾀで予測精度
90%を達成した。 ○

２．高度モニタリング及び
フィードバック制御機能の開発

ﾒﾙﾄﾌﾟｰﾙ形状を計測専用の
電子ﾋﾞｰﾑから得られた反射
電子を用いて画像化可能と
する。

観察用電子ビームを用いた反射電子画像で動
画観察が可能となり、走査中の溶融ビームの状
況が観察できた。

△
(2022年1月

達成予定)

ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞ上での溶融観察条
件の最適化を図り、ﾒﾙﾄﾌﾟｰﾙ観
察を実施予定。

ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞ表面及び造形
表面を精度30µm以下で三
次元計測できる機能を開発
し、試験研究機に実装する。

光学式ﾚｲﾔｰ表面計測装置を試験研究機に搭
載し、10μm以下の表面凹凸形状の計測ができ
ることが確認され最終目標を達成した。
また反射電子像においても10μm以下の表面凹
凸形状を反映した画像が得られており、最終目
標を達成した。

◎

実造形での造形面の凹凸形状
計測を実施予定。

測定精度±50 ℃以下でﾊﾟ
ｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞ表面温度を計測
可能とする。

造形中に熱電子計測を実施し、積層数によって
多少の差異は発生するものの、その精度は
±50 ℃以下である事を確認出来た。 ○

計測された温度を用いての造形
制御の実施を予定。

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制御機能（欠陥
予測箇所の再溶融機能）を
試験研究機に実装する。

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制御機能を試験研究機に実装し、
再溶融機能を有効にして造形を実施した。結果、
再溶融層において欠陥率の減少が確認できた。

○
欠陥予測システムを合わせた
フィードバック制御の実施を行う予
定。

欠陥発生の原因となる異常
状態を事前に検知可能とす
る。

メルト直前に取得した反射電子画像によって、異
常状態の有無が確認出来た。 ○

実造形での判別機能の動作確
認を予定。

電子ビーム方式（１/２）



３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義 ◆研究開発項目毎の目標と達成状況（３）
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研究開発項目 目標（中間） 成果 達成度 今後の課題と解決方針

３．積層造形部品作製のた
めの開発・評価手法の開発

ﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ探索手法を検証
する。

Ti64合金でﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ探索手法を検証した。
プロセスマップ自動生成ｿﾌﾄｳｪｱを開発した。
入熱への形状の影響を計算するｿﾌﾄｳｪｱを開発
した。

○
ｿﾌﾄｳｪｱの検証と実装。

部品開発・評価手法の開発
のために必要な積層造形物
に関する評価データを1種類
以上の金属材料について蓄
積する。

Ti64合金に関して、データを取集した

○

合金種の拡張。

電子ビーム方式（２/２）



◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義

5

メーカー 方式
パウダーベッド

表面モニタリング
メルトプール
モニタリング

フィードバック技術
本研究開発

目標の優位性

本研究開発目標
LB
EB 3次元(高分解能) 2次元(高解像度)

プロセス条件の
自動調整

－

GE Additive
(ARCAM）

EB ★２次元 なし なし ◎

EOS ＬＢ ★２次元 ★点計測
△

(粉末敷き直し）
◎

GE Additive
（Concept Laser)

ＬＢ ★２次元
★２次元

（低解像度）
△

（粉末敷き直し）
◎

SLM Solutions ＬＢ ★２次元 ★点計測 なし ◎

表1 各社のモニタリング・フィードバック技術開発の状況と本プロジェクトとの比較 ★は製品化

プロジェクト全体の目標（１/２）
１.レーザービーム及び電子ビームパウダーベッド方式の装置を対象として、

①既設のモニタリング装置（テストベンチ）をベースに、レーザービーム方式は高度化し、電子ビーム方式は
新たなモニタリング機能を追加開発して、今回の試験研究機とし、溶融凝固現象の解明を通して造形
中の欠陥生成の学理を構築する。

②ＡＩ技術のひとつである機械学習並びにシミュレーションによる予測精度の高い欠陥予測システム及び
欠陥発生を予測・抑制する高度モニタリング・フィードバック制御技術を開発する。

２.海外各社では、高度モニタリング・フィードバック制御技術の製品化は実施されていない。(表1)



◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義３．研究開発成果
 （１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義

6

プロジェクト全体の目標（２/２）
３.海外の研究機関で表面性状のモニタリングは進んでいない。また、メルトプール等のモニタリング・フィードバッ

ク技術の研究は、レーザー方式では実施されているが、電子ビーム方式では実施されていない。
４.本プロジェクトの最終目標を下図に示す。



３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義

プロジェクト全体の達成状況および意義
１. 新規装置ユーザでも積層造形部品を効率的に開発するために提案した開発手法(下図）に対し、計画

通り、各ソフトウェアの試作版(青色/赤色）はほぼ完成した。今後、モニタリングデータを取得し、欠陥
予測システムを検証し、ソフト改造/システム化/実装を進める。

２．レーザービーム方式と電子ビーム方式では、溶融凝固現象が異なるため、個別に開発を進めているが、
欠陥予測システムや積層造形部品の効率的な開発・評価手法の開発コンセプトや基本部分は共通化
している。

３．本研究成果の適用により、新規装置ユーザでも積層造形部品の開発を効率的に実施できるようになり、
国内の積層造形技術の普及が加速的に進むと考える。

特許出願中 7

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義



３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義
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◆各個別テーマの成果と意義
レーザービーム方式 項目１．溶融凝固現象の解明による欠陥発生の予測技術の開発

図1-1 モニタリング装置の外観と画像取得状況

(1) リアルタイムモニタリングデータ取得

・メルトプール
モニタリング機能

・表面性状モニタリング機能
（高さ分解能：10 µm以下）

(2) 欠陥発生予測システムの試作
（東北大学出願特許による）

図1-2 欠陥発生予測のためのCNNモデル

開発目標 主な成果
１．インコネル718合金の評価

データを収集する。
２．機械学習により欠陥発生

予測を可能とする。
３．欠陥予測システムの予測

精度を80%以上にする。

１．ｲﾝｺネル718合金を対象として、モニタリング装置によりメルトプー
ル、パウダーベッド及び造形面の画像データを取得するとともに、造
形体の密度及びX線CTによる欠陥状況を収集できた。(図1-1）

２．モニタリング装置より得られた造形表面画像データを教師データと
して、機械学習による欠陥予測システムを試作し、予測精度80％
以上を達成した。さらに、システムを改良し、予測精度95％以上の
目途を得た。(図1-2）

各モデルにおけるバリデーション結果
・ Accuracy
・ Precision
･ Recall
・ F1-score

いずれも0.8以上



３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義
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◆各個別テーマの成果と意義
レーザービーム方式 項目２．高度モニタリング及びフィードバック制御機能の開発

メルトプール形態（幅，長さ）及び
スパッタ量のリアルタイム計測を可能。

図2-1 表面状態の測定例

図2-2 メルトプールの測定例

(1) モニタリング機能の高度化

高さ分解能7.3µm(平
面基準測定3σ)を確認

再溶融により高さ200µm以上の凸部が消滅
*濃い青色部分はデータの抜けた部分

図2-3 再溶融による欠陥補修システムの検証例

● 再溶融機能を開発して検証した結果、再溶融
により欠陥が消滅し、その有効性を確認できた。

(2) 再溶融機能の開発

開発目標 主な成果
１．積層造形プロセスにおける粉末敷

き詰め状態及び造形面の凹凸を精
度10 μm以下で計測可能とする。

２．測定精度±50 ℃以下でパウダー
ベッド表面温度を計測可能とする。

３．造形面の欠陥部分を再溶融する
機能を開発する。

１．パウダーベッド及び造形面のモニタリングにおける高さ分解能
を大幅に改善した。（30 µm→7.3 µm）(図2-1）

２．メルトプール形態及びスパッタ量のリアルタイム計測を可能。レ
イヤー表面モニタリング自動処理機能追加。(図2-2)

３．フィードバック機能として、造形面の欠陥部分を再溶融する
機能を開発し、その有効性を確認した。現在、欠陥率0％を
満足する再溶融条件を探索中。(図2-3）

(a) 再溶融前 (b) 再溶融後



３．研究開発成果
（１）研究開発目標の達成度及び

研究開発成果の意義
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◆各個別テーマの成果と意義
レーザービーム方式 項目３．積層造形部品作製のための開発・評価手法の開発

(1) 実験によるプロセスマップ

図3-1 ｲﾝｺﾈﾙ718合金の密度を指標と
したレーザ出力範囲が低出力から高出力
の広範囲なプロセスマップ

・ 自動生成したプロセスマップは、
図3-1とほぼ一致。

開発目標 主な成果
１．プロセスマップを探索する手法

を検証する。
２．開発・評価手法の開発のため

に必要な積層造形物に関す
る評価データを、金属材料1
種類以上について蓄積する。

３．キューブ試験片と併せて、実態
に即した形状の試験片による
評価データも取得する。

１．インコネル718合金の密度を指標とした実験によるプロセスマップを
作成した。また、造形表面画像データの利用によるプロセスマップ
作成手法を確立した。(図3-1、2)

２．インコネル718合金を対象として、リアルタイムでメルトプール、パウ
ダーベッド及び造形表面の評価データを蓄積。現在、ステンレス鋼
について評価データを取得中。(図3-3)

３．現在、インコネル718合金の実態に即した形状の試験片を用いて、
リアルタイムでメルトプール、パウダーベッド及び造形表面の評価
データを取得中。

(2) プロセスマップ自動生成手法

図3-2 プロセスマップ自動生成手法

(3) リアルタイムによる評価データ蓄積

図3-3 パウダーベッドおよび造形面の表面性状
並びにメルトプールデータの例

・ 現在、実態に即した試験片、ならびに
ステンレス鋼などについて評価データを取
得中。

複数のプロセス
条件を指定

（P, v，h，ｔ）

良・不良
SVM回帰器

（評価）

ラベル
OK:1
NG:0
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◆各個別テーマの成果と意義
電子ビーム方式 項目１．溶融凝固現象の解明による欠陥発生の予測技術の開発

開発目標 主な成果
１．パウダーベッドの溶融凝固挙

動（メルトプールの安定性）
と欠陥形成の相関を解明する。

２．欠陥形成の学理構築を通し
て欠陥予測システムを開発・
試作する。

３．欠陥予測システムの予測
精度を80%以上にする。

1. Ti64ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの放射率を計測し、その温度依存性を明らかに
した。温度上昇とともに放射率が上昇し、その値はPREP粉末とﾌﾟﾗ
ｽﾞﾏｱﾄﾏｲｽﾞ粉末で異なることも明らかになった(図4-1)。また、Ti64
の溶融凝固挙動を数値流体力学計算で明らかにした。

2. 表面画像と密度のﾃﾞｰﾀをCNNで学習させ、表面画像から欠陥の
有無を判定する欠陥予測ｼｽﾃﾑを試作した。また、欠陥形成の要因
となるｽﾓｰｸを予測するためにﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの充放電挙動を計算す
るｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄｳｪｱを試作し、計算を行った。(図4-2)

3. ﾚｰｻﾞｰ方式で取得された表面画像のﾃﾞｰﾀを上記２の欠陥予測ｼｽ
ﾃﾑに入力し、その精度を検証したところ、80%以上の予測精度を
確認した。電子ビームについては、開発中のモニタリング機能を用い
て、データ取得中。（図4-3）

図4-1 粉末放射率測定 図4-2 ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの充放電ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 図4-３ ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ収集中
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◆各個別テーマの成果と意義
電子ビーム方式 項目２．高度モニタリング及びフィードバック制御能の開発

開発目標 主な成果
１．メルトプール形状を計測専用の電

子ビームから得られた反射電子を
用いて画像化可能とする。

２．パウダーベッド表面及び造形表面
を精度30µm以下で三次元計測
できる機能を開発し、試験研究機
に実装する。

３．測定精度 50 C以下でパウダー
ベッド表面温度を計測可能とする。

４．フィードバック制御機能（欠陥予
測箇所の再溶融機能）を試験研
究機に実装する。

５．欠陥発生の原因となる異常状態
を事前に検知可能とする。

1. 観察用電子ビームを用いた反射電子画像で動画観察が可能
となり、走査中の溶融ビームの状況が観察できた。

2. 反射電子画像においても10μm以下の表面凹凸形状を反映
した画像が得られ、最終目標を達成した。(図5-1)

3. 造形中に熱電子計測を実施し、積層数によって差異は発生す
るが、その精度は 50 C以下である事を確認出来た。

4. ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制御機能を試験研究機に実装し、再溶融機能を
有効にして造形を実施した。結果、再溶融した層において欠陥
率の減少が確認出来た。(図5-2)

5. メルト直前に取得した反射電子画像によって、異常状態の
有無が確認出来た。(図5-3)

図5-1. 10μmの段差を
確認出来た反射電子画像

図5-2. 再溶融機能の有無
で欠陥率が異なる事を

示すX線CT画像

粉末供給良
異常無し

粉末供給悪
異常あり

図5-3. メルト直前に取得した
反射電子画像

再溶融有
欠陥少

再溶融無
欠陥多
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◆各個別テーマの成果と意義
電子ビーム方式 項目３．積層造形部品作製のための開発・評価手法の開発

開発目標 主な成果
１．プロセスマップ探索手法を検証

する。
1. Ti64合金に対して、ﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ探索手法を適用した。まず、ﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏｱﾄﾏｲｽﾞ粉を用い、照射電流値－ﾋﾞｰﾑ径のﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟを探索
し、探索手法を検証した。その後、PREP粉末に対して、照射電流
値－ﾋﾞｰﾑ径－走査速度－ﾗｲﾝｵﾌｾｯﾄのﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟを探索した。
さらに、ﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ自動生成ｿﾌﾄ、ならびに形状による入熱状態へ
の影響を計算するｿﾌﾄｳｪｱも開発した。(図6-1,2)

ﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ探索手法の検証

図6-２ ﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ自動生成ｿﾌﾄｳｪｱ

図6-１ プロセスマップ自動生成手法

複数のプロセス
条件を指定

（P, v，h，ｔ）

良・不良
SVM回帰器
（評価）

ラベル
OK:1
NG:0
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４．ユーザー検証（2021年度事業、2022年度事業計画）

２．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

当初計画の研究開発項目３で「新規の装置ユーザが積層造形部品を効率的に開発・評価する手法を手順
書として纏める。」 としていたものを、2021年度以降にシステム化して検証することにしている。

２）2022年度事業計画
以下を計画中
①膨大な学習データが必要であるため、欠陥予測シス

テムをクラウド上に構築し、各分室とユーザー企業間で
オンラインでデータの相互提供を可能とする機能を
構築する。

②ユーザー検証企業数を5社に拡充する。

開発計画のシステム

１）2021年度事業
当初計画の研究開発項目3に加えて、「ユーザー検証」を以下の通り追加している。
欠陥の最小化を実現するための造形条件を容易に構築するシステム（スタンドアロン）を開発・製作
し、ユーザー検証を実施する。具体的には、
①モニタリングデータをもとに機械学習を行うシステムを構築する。
②その結果をもとに、最適条件を設定するためのプロセスマップ自動生成ソフトウェアと、欠陥予測・

フィードバック制御を行うソフトウェアを製作する。
③ ①、②をスタンドアロンシステムとして構築し、ユーザー企業(3社：再委託）の求める造形物を

造形し、システム検証と初期データの蓄積を行う。（2021年12月～）
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研究開発項目 現状 最終目標 達成見通し

１．溶融凝固現象の
解明による欠陥発生の
予測技術の開発

モニタリング装置を改良して、インコネル718合金を対象として、リア
ルタイムでメルトプール、パウダーベッド及び造形表面の画像データを
収集できた。また、造形体の密度及び欠陥状況をX線CTにより収
集できた。

チタン合金、鉄系合金及びアルミニ
ウム合金の4種類以上の評価データ
を取得する。

本年度、SUS630 及びTi64
を対象としてデータ取得を行っ
ており、達成の見込み。

上記教師データを用いて、機械学習を利用した欠陥予測のプロトタ
イプシステムを試作し、予測精度80％以上を達成した。

欠陥予測システムの予測精度を
95%以上にする。

最終目標の予測精度95％
以上に向けて、欠陥予測シス
テムの改良を行い、予測精度
95％以上の目途を得ており
達成の見込み。

２．高度モニタリング
及びフィードバック制御
機能の開発

パウダーベッド及び造形表面の表面粗さの定量化のために、パター
ン投影法により高さ分解能10 µm以下（7.3 µｍ）を達成した。
メルトプールモニタリングによるスパッタの大きさを計測するとともに、造
形表面の表面粗さ計測による再溶融機能を開発した。現在、欠
陥率0％を満足する再溶融条件を探索しており、フィードバックのた
めの欠陥補修機能を開発中。

・フィードバック制御機能により造形プ
ロセス中の50 μm以上の大きさの
欠陥率を0%とする。

造形プロセス中の50 μm以
上の大きさの欠陥率を0%と
するフィードバック制御機能を
開発中で、達成の見込み。

３．積層造形部品作
製のための開発・評価
手法の開発

ｲﾝｺネル718合金を対象として、リアルタイムでメルトプール、パウダー
ベッド及び造形表面の評価データを蓄積。現在、SUS630合金に
ついて評価データを取得中。

開発・評価手法の開発のために必
要な積層造形物に関する評価デー
タを、金属材料4種類以上について
蓄積する。

本年度、SUS630 及びTi64
を対象としてデータ取得を行っ
ており、達成の見込み。

実態に即した形状の試験片を用いて、リアルタイムでメルトプール、
パウダーベッド及び造形表面の評価データを取得予定。

欠陥予測システムと高度モニタリング
及びフィードバック制御機能、ならび
にプロセスマップ探索手法を用いて積
層造形部品を効率的に開発・評価
する手法をユーザが活用できる手順
書として纏め、システム（ソフト）化
する。本システムおよび手順書を用
いて、造形条件決定のリードタイムを
1/5（1-2週間）に短縮する。

ｲﾝｺﾈﾙ718を対象として欠陥
予測システムと高度モニタリン
グ及びフィードバック制御機能、
ならびにプロセスマップ探索手
法の開発の見通しが立ってお
り、今年度SUS630 ,Ti64の
データ取得も行っており、達成
の見込み。

レーザービーム方式
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研究開発項目 現状 最終目標 達成見通し

１．溶融凝固現象の
解明による欠陥発生の
予測技術の開発

Ti64ﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの放射率を計測し、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによりTi64ﾊﾟｳ
ﾀﾞｰﾍﾞｯﾄﾞの溶融凝固を解析した。
表面形状のﾃﾞｰﾀから欠陥の有無を予測するｿﾌﾄｳｪｱとﾊﾟｳﾀﾞｰﾍﾞｯ
ﾄﾞの充放電ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄｳｪｱを試作した。
予測精度80%を達成した。（90%程度）

欠陥予測ｼｽﾃﾑの予測精度を
95%以上にする。

ﾒﾙﾄﾌﾟｰﾙのｲﾝﾌﾟﾛｾｽﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機
能の改善が今年度中に完了。
必要なソフトウェアの開発は既に
完了。ﾃﾞｰﾀを増やすことで、欠
陥予測ｼｽﾃﾑの精度を95%に高
精度化できる見込み。

２．高度モニタリング
及びフィードバック制御
機能の開発

光学式ﾚｲﾔｰ表面計測装置を試験研究機に搭載し、10μm以下
の表面凹凸形状の計測ができることが確認された。
また反射電子像においても10μm以下の表面凹凸形状を反映し
た画像が得られている。

試験研究機に実装した状態でパ
ウダーベッド表面及び造形表面を
精度10 µm以下で計測できる三
次元計測機能を開発する。

光学式、及び電子ビーム方式の
2方式で達成見込み。

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制御機能を試験研究機に実装し、投入エネルギー不
足の条件で、再溶融機能を有効にして再溶融した場合と無効にし
て再溶融しなかった場合の比較で、再溶融することで欠陥率が減
少することが確認できている。

フィードバック制御機能により造形
プロセス中の50μm以上の大きさ
の欠陥率を0%とする。

欠陥予測システムを合わせた
フィードバック制御の実施すること
で達成する見込み。

メルト直前に取得した反射電子画像によって、スモークや粉末供給
不足といった造形物溶融面の粉末の有無を判定し、粉末がない場
合を異常状態として検知できている。
また電子銃では異常ビームのモニタリングを行っており、異常検知で
インターロックが働き装置を安全停止させる機能が搭載されている。

電子銃異常やチャージアップ発生
を抑制・検知し装置を一時停止
する機能を実装する。

スモークが発生してもメルト直前
の反射電子画像判定でそれが
検知でき、そのリカバリー機能が
実装される。

電子ビーム方式（１/２）
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研究開発項目 現状 最終目標 達成見通し

３．積層造形部品作
製のための開発・評価
手法の開発

Ti64合金でﾌﾟﾛｾｽﾏｯﾌﾟ探索手法を検証した。 部品開発・評価手法の開発のた
めに必要な積層造形物に関する
評価データを4種類以上の金属
材料について蓄積する。

来年度以降に３種の合金系の
データを蓄積し、達成できる見
込み。

プロセスマップ自動生成ｿﾌﾄｳｪｱを開発した。
形状による入熱への影響を計算するｿﾌﾄｳｪｱを開発した。

欠陥予測システムと高度モニタリン
グ及びフィードバック制御機能、な
らびにプロセスマップ探索手法を用
いて積層造形部品を効率的に開
発・評価する手法をユーザが活用
できる手順書として纏め、システム
（ソフト）化する。本システムおよ
び手順書を用いて、造形条件決
定のリードタイムを1/5（1-2週
間）に短縮する。

必要なソフトウェアの開発はほぼ
完了しており、試験研究機に実
装し、ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検証する。
手動での検証では、４セット分
のデータでプロセスマップが構築
できることを確認済みなので、目
標を達成できる見込み。

電子ビーム方式（２/２）
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新聞・雑誌等への掲載 0 1 0 1 ※2021年
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＜研究発表・講演＞
１．湯浅健也ほか、金属積層造形におけるパウダーベッド表面性状の計測、日本機械学会2020年度年次大会講演論文集（2020.9.13-16、名古屋）
２．池庄司敏孝ほか、Ni基超合金レーザ式積層造形の溶融凝固数値計算によるプロセスマップ、日本機械学会2020年度年次大会講演論文集

（2020.9.13-16、名古屋）
３．K. K. Aoyagi, M. Ono, K. Yamanaka, A. Chiba, “Development of Auto-Process Mapping System for Powder Bed 

Fusion Additive Manufacturing”, 1st French-Japanese Workshop on Additive Manufacturing, 2021.5.12. [招待講演]
４．K. Aoyagi et al.,, “Simulation and data analysis for powder-bed-fusion  type additive  manufacturing using 
      electron beam”, SIP Additive Manufacturing International Workshop, (2020.1), Tsukuba, Japan.
５．千葉 晶彦, "金属積層造形技術の概要と研究開発動向", 日本塑性加工学会 第338回塑性加工シンポジウム「金属積層造形技術の最前線」－
      高機能・高付加価値製品の開発－, オンライン, 2020.9.30. [招待講演]
６. 千葉 晶彦, “AMにおける溶融凝固現象と欠陥発生メカニズム”, 日本機械学会 2020年度年次大会 先端技術フォーラム デジタルマニュファクチャ
     リングによるものづくり革新, オンライン, 2020.9.14. [招待講演]
７．千葉 晶彦, “マルチマテリアル化に向けた金属積層造形技術と表面形態制御”, マルチマテリアル研究拠点 第2回シンポジウム, 東北大学 東京分室, 

2020.1.7. [招待講演]
＜代表的な論文＞
1. H. Kyogoku. T.-T. Ikeshoji, “A review of metal additive manufacturing technologies: Mechanism of defects formation and simulation of 

melting and solidification phenomena in laser powder bed fusion process”,  Mechanical Engineering Reviews, Vol.7, No.1 (2020), 19-
00182. 

2. K. Aoyagi, H. Wang, H. Sudo, A. Chiba，”Simple method to construct process maps for additive manufacturing using a support vector 
machine“, Additive Manufacturing, 27 (2019) 353−362.

3. Y. Zhao, K. Aoyagi, Y. Daino, K. Yamanaka, A. Chiba, “Significance of powder feedstock characteristics in defect suppression of 
additively manufactured Inconel 718”, Additive Manufacturing, Vol.34 (2020), 101277.

4. Yufan Zhao, Kenta Aoyagi, Kenta Yamanaka, Akihiko Chiba, “Role of operating and environmental conditions in determining molten pool
dynamics during electron beam melting and selective laser melting”, Additive Manufacturing, Vol.36 (2020), 101559.

5.  K. Yuasa, M. Tagami, M. Yonehara, T.-T. Ikeshoji, K. Takeshita, H. Aoki, H. Kyogoku, Influences of powder characteristics  
and recoating conditions on surface texture of powder bed in metal additive manufacturing, Int. J. Advanced 
Manufacturing Technology, Vol.115(2021). 3919–3932.

３．研究開発成果
（２）成果の普及 ◆成果の普及（論文、研究発表）



３．研究開発成果
（２）成果の普及 ◆知的財産権の確保に向けた取組（特許）
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研究開発項目 2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度 計 総計

特許出願
（うち外国出願）

レーザー方式 0 2(2) 0 ２(2)
4(4)

電子ビーム方式 0 2(2) 0 ２(2)

※2021年8月31日現在

戦略に沿った具体的取り組み
1.本プロジェクト（委託研究）の範囲内及びプロジェクトの期間内で得られた知的財産
（職務発明）は技術研究組合次世代３Ｄ積層造形技術総合開発機構に帰属させる。

2. 開発案件の特許化技術を抽出し、開発スケジュールに沿ってタイムリーな知財取得を図る。
3. 海外での特許取得を念頭に、PCT国際出願を基本とする。

本研究開発は、2014～2018年に実施された「次世代型産業用３Ｄプリンタの造形技術
開発・実用化事業」で取得した知財に基づき実施している。さらに研究成果をもとに特許を出
願した。
今後は、実評価結果から特許化技術を抽出し、追加知財取得を図っていく。



発表内容
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Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

NEDO

ＰＬ



◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し

21

レーザービーム方式
モニタリング・フィードバックシステムとして、製品・サービス等の社会的利用（顧客への
提供等）が開始され、さらに、当該研究開発に係る製品・サービス等の販売や利用
により、企業活動（売り上げ等）に貢献する。

電子ビーム方式
モニタリング・フィードバックシステムを搭載した金属３Dプリンタとして、製品・サービス等
の社会的利用（顧客への提供等）が開始され、さらに、当該研究開発に係る製品・
サービス等の販売や利用により、企業活動（売り上げ等）に貢献する。

実用化・事業化の定義
「実用化」とは、当該研究開発に係る成果（システム、開発・評価手法等）が国内の
金属3Dプリンターメーカー及びユーザー等に利用されることにより、当該研究開発に係る
成果を利用した部品開発等が国内素形材産業に普及することをいう。
「事業化」とは、一部において、当該研究開発に係る成果を利用した製品等の販売や
利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。



◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し

22

【基本戦略】

研究開発項目 1.溶融凝固現象の解明による欠陥発生の予測技術の開発
研究開発項目 2.高度モニタリング及びフィードバック制御機能の開発
研究開発項目 3.積層造形部品作製のための開発・評価手法の開発

◆研究期間終了までに実用化検証を完了し、研究期間終了後
３年以内の事業化を目指す。



４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し（１）成果の実用化・事業化に向けた戦略

◆実用化・事業化に向けた戦略

23

３Dプリンターの市場状況の推測：
1) レーザービーム金属３Ｄプリンターは導入されてはいるが、まだコスト面、品質に課題があり、

生産・量産のための導入は限定的で、試作用がほとんどである。
2) 電子ビーム金属3Dプリンターを生産向けに導入している企業はまだ少なく、興味はあるが

導入に踏み切れていない企業が多い。その理由の一つが1億円以上の装置価格である。

方式 研究開発項目 戦略

レーザービーム方式

１．溶融凝固現象の解明による欠陥発生の予測技術の開発 2026年度までに事業化

２．高度モニタリング及びフィードバック制御機能の開発 2026年度までに事業化

３．積層造形部品作製のための開発・評価手法の開発 2026年度までに事業化

電子ビーム方式

１．溶融凝固現象の解明による欠陥発生の予測技術の開発 2026年度までに事業化

２．高度モニタリング及びフィードバック制御機能の開発 2026年度までに事業化

３．積層造形部品作製のための開発・評価手法の開発 2026年度までに事業化
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３．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （２）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

◆実用化・事業化に向けた具体的取組

◆実用化・事業化に向けた具体的取組は、
「積層造形部品開発の効率化のための基盤技術開発事業」事業原簿【非公開】に記載。



４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （３）成果の実用化・事業化の見通し

◆成果の実用化・事業化の見通し

25

◆成果の実用化・事業化の見通しは、
「積層造形部品開発の効率化のための基盤技術開発事業」事業原簿【非公開】に記載。



26

３．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （４）波及効果

◆波及効果（レーザービーム方式）
１．欠陥予測システムとモニタリング・フィードバック制御機能の確立により、高品質の金属部材

が製造可能になる。
２．欠陥予測システムとモニタリング・フィードバック制御機能の確立、および手順書の確立により、

新規のユーザーが金属３Dプリンタを取り扱いやすくなり、この分野へ参入しやすくなる。
３．欠陥予測システムとモニタリング・フィードバック制御機能の確立、および手順書の確立により、

金属部品開発のリードタイムが削減され、開発のサイクルが早まり、より高機能な金属部材
の製造につながることが期待される。

４．レーザービーム金属３Dプリンタ用の欠陥予測システムとモニタリング・フィードバック制御機能
の開発により、従来の装置に搭載が可能となり、製品の品質保証の役割を担うことが期待
される。

５．本プロジェクトで開発された装置により、高品質のデータ取得が可能となり、サイバー
フィジカルシステム（CPS)開発を促進できる。

６．本開発技術を適用した実用性・量産性の高い3Dプリンターが普及することで、コロナ禍で
顕在化したサプライチェーンの分断リスク等の対策としての「モノづくりのデジタル化」や
「スマート工場/シェア工場化」が進み、万が一の感染症や災害の発生時にも、活動が停滞
せずに維持可能な強靭なサプライチェーンの実現が期待される。
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◆波及効果（電子ビーム方式）
１．欠陥予測システムとモニタリング･フィードバック制御機能の確立により、高品質の金属部材

を製造可能になる。
２．欠陥予測システムとモニタリング･フィードバック制御機能の確立、および手順書の確立により、

新規のユーザーが金属3Dプリンターを取り扱いやすくなり、この分野へ参入しやすくなる。
３．欠陥予測システムとモニタリング･フィードバック制御技術の確立、および手順書の確立により、

金属部品開発のリードタイムが削減され、開発のサイクルが早まり、より高機能な金属部材
の製造に繋がることが期待される。

４．比較的少量の粉末で造形可能な試験研究機での開発技術の応用は、材料開発での金
属3Dプリンターの利用が加速されることが期待される。

５．欠陥予測システムと高度モニタリング・フィードバック制御機能を備えた装置は、サイバー
フィジカルシステムとの連携・デジタルツインの構築を目指して開発している装置であり、今後
の製造業のデジタルトランスフォーメーション（DX）を支える技術になることが期待される。

６．本開発技術を適用した実用性・量産性の高い3Dプリンターが普及することで、コロナ禍で
顕在化したサプライチェーンの分断リスク等の対策としての「モノづくりのデジタル化」や「スマー
ト工場/シェア工場化」が進み、万が一の感染症や災害の発生時にも、活動が停滞せずに
維持可能な強靭なサプライチェーンの実現が期待される。

３．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （４）波及効果


